
書評

『若者と仕事:I学校経由の就職」を超えてj

1990年代半ば以降，若者の〈教育から仕事

への移行〉の変容と困難が急速に進行するなか

で，近年，多くのマスメディアが増加するフリ

ーター・ニートなどへの住自を強めるとともに，

その実態・性格・原因をめぐって，膨大な調査

や論考が積み重ねられている.だがマスメディ

アの多くが，こうした状況を若者の意識の問題

として，若者批判に傾斜しているのに対し，ア

カデミズムの側からもこうしたとらえ方を明確

に批判する議論が十分には展開されていないこ

とに，評者はもどかしさを感じていた.そうし

た中で本書が， 1"学校経由の就職」という学校

と労働市場との接続システムの問題に焦点を当

てて，問題を若者の意識よりも社会システム構

造の側から本搭的に捉えようとしている点は，

他の諸論考にない精彩を放っている.

〈教育から仕事への移行〉過程変容は，わが

国に限らず欧米先進諸国で80年代以降共通に

生じている問題である.しかし，多くの国々で

この問題が，若者の意識問題よりは社会構造的

問題として把握され，いち早く社会政策的課題

として取り組まれてきたのに対し，問題の焦点

が若者の意識に据えられ，ょうやく政策として

立ち上がってきた「若者自立挑戦プラン」など

も，本書第 6章でも批判されているように，

だに若者の職業意識啓発に重点が置かれている

状況は，発現が他国に比べて遅れたために認識

が追いつかないというようなことだけではかた

づけられない問題を含んでいる.それは端的に

いえば，戦後日本社会の中で形成されてきた独

特の労働市場構造及び学校と労働市場との関の

接続構造が， <教育から仕事への移行〉に関わ

って，長らく社会政策的対応の入り込む余地の

ない状態を生んでいたことにある(乾I"r戦後
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とその解体・再編Jrポワティーク』
3号， 2002年).その点で， 1"学校経由の就職J
という接続構造に着呂し，その成立過程から

90年代以降に到るまでを視野に入れた歴史・

社会的パースベクテイブをもって，現状把握，

政策批判と課題提起を行っている本書は，現象

を越えて歴史的に形成されてきた社会システム

構造の文脈にまで入り込んだ本格的な政策批判

となっている.

筆者は，本書の目的を「若者の〈教育から仕

事への移行〉をめぐる現代日本の関塞状況の原

因を診断し……具体的な打開策を処方するこ

とJ(p. 1)に置くとともに， 1"学校経由の就

職Jに焦点を当ててその作業を行うことについ
て，次のように述べる.

f現在の日本における〈教育から仕事への移

行〉の閉塞状況をもたらしているのは主に労働需

要側の要因であるが，混迷を一層深いものとして

いる原因は，固有の腔史的経緯から生み出された

f学校経由の就職jという独特な〈移行〉の形式
にある.この f学校経由の就職jは環境条件の変
化によってすでに存続が難しくなっているにもか

かわらず，それが過去において日本の『教育の職

業的意義jをきわめて損なってきたために， r教
育の職業的意義』の回復を通じた〈移行〉の再

編が滞っている.J (同)

構成は以下の通り.

序章 〈教育から仕事への移行〉をめぐる閉塞

の打開に向けて

1章 「学校経由の就職」の盛衰

2章 「学校経出の就職jの定着に伴うコンブ

リクト

3章 1990年代における高卒就職の変容

f実績関係」の実態と変化

4章 「フリータ-Jを生み出すもの
5章失われた「教育の意義」
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6章 若者に力を与えるために一一若年雇用故

策の問題点と新たな提案一一

上記のような目的とスタンスが序章で示され

たあと， 1章では， I学校経由の就職jをめぐ

って，その成立・定着と 90年代以降の縮小の

過程が，主に統計的資料を用いて通史的にオー

バーどューされる. I学校経由の就職」という

システムは，高等教育卒業者に関してはすでに

戦前期に成立していたものの，ブルーカラ

にまでそれが支配的になるのは 1960年代以降

のことである.それは 60年代初頭までは中卒

中心だ、った技能職に高卒者が加わりやがて高卒

中心になるという過程と並行していた.そして

「学校経由の就職」は 70年代後半から 80年代

には「自明のものJI合理的で効率的なもの」

として「円熟期」を迎える.しかし 90年代に

は，その機能が急速に縮小し，自明性・合理性

が誕奪されてきている.筆者は 90年代におけ

る変化について，バブル後の長期不況を背景に

しながらも，第二次ベビープーマーの労働市場

参入という人口的要因，女性の就業行動変化，

サーピス経済化による非正規雇用の拡大などが

り，すでに f学校経由の就職jへの回帰は

不可能な地点にあるとしている.

2章では， I学校経由の就職」がブルーカラ

ー膚においても支配的になる 60年代に焦点が

当てられる. 60年代にブルーカラ一層がこの

システムのもとに組み込まれる過程で，

が技能職に大量に参入したことは，同じ職場に

いる中卒者・高卒者間や，高卒事務職・技術職

と高卒技能職との間に様ざまなコンブリクトを

させた.とくに職種を明示しない「学校経

由の就職j慣行は，高卒者同士の心理的葛藤を

増幅させることとなった.企業側はこの時期，

職能給・職能資格制度を中心とする

度改革を行うが，それはこれらの制度により，

職種と学控との対応や職種間の雇用管理上の分

断を流動化・媛味化することでコンブ 1)クトを

緩和させるためであった.

3章は， 90年代に「学校経由の就職」が衰退

していく過程を，高卒就職における「実績関
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係」の比重の変化を通して明らかにしている.

ここでは 80年代に行われた調査と筆者自身が

関与した 90年代後半の調査とのそれぞれの結

果をつきあわせながら， 90年代に「実績関係」

の比重が急、速に低下していく状況が，実証的に

示される.それとともに興味深いのは，

再吟味によれば， 80年代における「実績関係」

の比重も，従来考えられていたよりは実際には

低いことを指摘している点である.

4章では，フワーターの析出が「学校経由の

就職」の後退のもとで、起こっているという観点

から，その析出過程が分析されている.ここで

は日本労働研究機構が 99年に行ったフリ}タ

ーからの聴き取り調査の再分析という方法がと

られる.日本労働研究機構が公表している

(Wフワーターの意識と実態j2000年)では，

ラトリアム型JI夢追求型JIやむを得ず型」
などと類型化し，モラトリアム

も多いとしている. しか

な類型化が「モラトリアム」

を過度に強調することになって

いるとして，析出契機をフリータ一本人の主観

よりもまず「組織から組織への移行の失敗Jと

いう点に着目して再分析する.そこから

など教育領域内の移行の失敗を契機とする者が

意外に多いことなどが明らかにされる.また失

敗要因として，家計や家践のアドバイスなど家

族領域，不十分であったり硬直した進路指導な

ど教育領域，正規労働市場縮小など仕事領域，

自身の意識などの諸要因が導き出される.

だがここで重要なことは，それらの諸要因の多

くはこれまでは潜在化していたが， I学校経由

の就職」というシステムが機能しなくなること

により顕在化したという指摘である.

5章は「教育の職業的意義jの分析に当て

られる.若者を対象とした 2つの国際比較調査

と国内の成人を対象とした意識調査の再分析を

通して，学校教育が現在の職業に対して持つ主

観的意義及び客観的意義が検討される.その結

日本の主観的・客観的な「教育の職

が他の諸国に比べ著しく低いこと

が明らかにされる.そして筆者は，その原器を，



教育という領域のあり方，仕事という領域のあ

り方，そして「学校経由の就職jという両者の

譲続の仕方が，客観的な意義を希薄化させて

きたためであるとする.

最終章の 6章では， r若者自立・挑戦プランj
など近年の若年雇用政策の動向を批判的に検討

し，それに筆者の提言を対置している.それに

よれば，近年の政策動向は全体として労働市場

の「自由化」など， rアメリカ化Jが自指され
ているが，筆者によれば「アメリカ化」を支え

る諸条件を欠くなど実現可能性に乏しいととも

に，そもそも若年労働市場の現状に対するアメ

リカ盟内からの批判を見ても，その方向自体に

問題性があるとする.その上で以下の二点が提

される.第一に「学校経由の就職Jを縮減・

廃止し，それに代えてく教育から仕事への移

行〉に第一義的には若者自らの責任で取り組む

ことを前提とした上で，すべての若者に普遍的

な支援サービスを提供する公共的機関を学校外

に設置することである.そして第二に，熊沢誠

が提起しているような「内容ゆたかな職業教

を後期中等教育以降の階梯において確保す

ることで「教育の職業的意義」の回復を図る

ことである.

評者は，本書において筆者が展開し，主張す

る論点の多くを高く評価し また共有するもの

である.とくに，冒頭にも触れた，今日の〈教

育から仕事への移行〉をめぐる困難の原因を若

者自身の意識に求めるのではなく，社会構造的

な変容と歴史的に形成されてきた学校と労働市

場との接続のあり方という，社会の側の開題に

引きつけて捉えようとする点，及び「学校経由

の就職jに象徴される接続関係のあり方が学校

システムのなかでの職業教育の比重を極端に低

めてきたこと一筆者の表現でいえば「教育の職

業的意義」を希薄化させてきたことーは，基

本的に共有できる論点である.また，若者の就

職支援に関して，将来的に学校の外に押し出す

べきという提言や職業教育の豊富化という

も，大筋において支持できる.

このように大筋において筆者との関に基本的
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スタンスを共有し，また支持することを確認し

た上で，若干の疑問に触れておきたい.それは，

筆者が本書全体を貫く問題意識として据えてい

る「教育の職業的意義Jに関してである.
者の基本的な構図は， r学校経由の就職jが，
職種別の求職・採用を排除し，それによって若

者の〈教育から仕事への移行〉の過程で，職業

を選ぶということが厳密に行われないままにな

ったことが，学校段階での職業教育の主観的客

観的な意義を低下させ， r教育の職業的意義」
の希薄化を生んだということであろう.

このことに関わっての第一の疑問は， r教育
の職業的意義jにとって，筆者の提言するよ

うな職業教育の豊富化で十分であろうかという

点である.もちろん職業教育の豊富化は必要で

ある.筆者も指捕しているように，高校生の四

分の三が職業教育をほとんどまったく含まない

普通科，に学んでいるという現状評者はかつて

そのような日本の高校教育の構成を「異形態J

と名づけた(乾 f戦後高校教育の現在Jr講座
高校教育改革』第一巻， 1995年) は明らか

に問題である.しかし例えば専門高校のなかで

は最も充実した職業技術教育を長いこと維持し

続けている工業高校卒業者において， r教育の
職業的意義」の客観的な影響が認められない

という筆者の分析(表5-8，p.169) などを見

れば，職業教育の豊富化は必要条件ではあって

も十分条件とはいえない.

第二の疑問は， 60年代後半の企業内部にお

ける雇用管理の職能給・職能資格制度への再編

が，主として「学校経由の就職jが生み出した

コンフリクトの緩和を目的として行われたとす

る点である.評者もこの時期の雇用管理再編が，

「教育の職業的意義jにとって非常に大きな意

味を持ったことについては認識を共有する.そ

して筆者が指摘するようなコンフリクトは，再

編を促した一つの要因であったことは認められ

る.しかし，この時期の雇用管理再編は筆者が

指摘するよりも，もう少し大きな意味合いがあ

ったのではなかろうか.この室前， 60年代初

頭の段階まで，政府と臼経連など経営者団体は，

これとはまったく異なる雇用管理改革の方向を
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目指していた.職能給・職能資格制度が終身雇

用・年功型賃金体系・ジョブローテーション・

内部昇進という，その後「日本的雇用」と総称

されるシステムの重要な一環であったのに対し，

その寵前まで目指されていたのは，開放型の職

業別企業横新労働市場を前提とする職務給制度

であった.それぞれの背景について詳細は省く

(乾 f日本の教育と企業社会j1990年，とくに
I章2章)が， IB来の労務秩序を技術革新など

に対応してどの様な秩序に再編していくかをめ

ぐっては，この時期，臼本企業は大きく揺れな

がら，最終的には横断型労働市場による流動化

ではなく，旧来の年功的秩序と整合的で基幹労

働力を長期にわたって保持し続ける労務秩序を

選び取った. したがって，職能給・職能資格制

度の採用は，コンフリクトの緩和のみではなく，

企業の労務秩序・労働市場構造全体の方向性を

めぐる選択であった.

このことは，第一の点とも関係する.それは

「教育の職業的意義jがこの時期に，どの様な

と要因のもとに希薄化させられたのかであ

る. 1963年経済審議会答申「経済発展におけ

る人的能力開発の課題と対策Jは，前述のよう

に，経営秩序近代化を職務給制疫と横断慰労鋤

市場という方向に求め，労働力養成についても

職種ごとの養成・訓練を臼指し，その主要な場

を後期中等教育に期待していた.そしてこれを

受け，工業高校増設なといわゆる「高校多様

が進められた.これは「 の職業的

に限っていえば，その強化を国ろうと

する方向性であったといえる.だが企業側の雇

用管理は当初目指されていたものから 60年代

後半には大きく転換し，労働甫場構造も結局，

職種別損断型にはならなかった. I高校多様化J
政策自体， I高校全入運動Jなどの抵抗に遭い，
必ずしも政策の意図ほどには進まない面があっ

たとしても，当初意図されていた「教育の職業
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的意義Jの強化が学校制度側の動向にもかか

わらず実現しなかったのは，企業内部の労務秩

を合む労働市場構造全体に規定されてのこと

であった.

したがってこうした 60年代の経験をふまえ

るならば， I教背の職業的意義jの回復は，学

校内部における職業教育の豊富化だけでは十分

ではないことがわかる.あるいは，教育社会学

という筆者の専門領域への自覚が，労働市場と

いう外部の問題にまで路み込むことを自制させ

たのかもしれない.しかし， I教育の職業的

の回復にとっては，学校内部における

職業教育の豊富化とともに，労働市場構造のあ

り方に触れることがどうしても必要であろう.

非正規雇用の拡大を中心に労働力流動化が大き

く進んでいる今自，職種別労働市場の形成は，

どうしても不可欠の課題ではなかろうか. 1可一

職種ないし類似職種でありながら，

契約社員・派遣・フリーターと雇用形態の違い

によって，著しい賃金格差のある現状は，明ら

かに異常である.とりあえず職種別年齢別最低

賃金制度の整備などを含む国と労働団体・経営

者団体等による労働市場規制の強化が必要であ

ろう.労働市場構造の改変は，学校と労働市場

との接続関係改革以上に困難ではあるが， I教

育の職業的意義」の回毎のためには避けて通

れない課題と評者は考える.

このようないくつかの課題がまだあるとはい

え，本書が現時点において，アカデミズムの側

から最も鋭く踏み込んだ政策批判の書であるこ

とは晋頭にも触れたとおりである.筆者の今後

のさらなる活躍と，また本書を契機にアカデミ

ズムからの政策批判・政策提起の活発化を期待

したい.
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